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令和６年度三宅町こころの相談室委託業務仕様書

１．業務の名称

令和６年度三宅町こころの相談室業務

２．業務の目的

家族の問題、子育てへの不安、子どもの発達等の様々な悩みに対して、専門的な諸技

法を用いたカウンセリングを実施することにより、誰もが健やかで安全・安心に生活で

きることを目的とする。

３．対象者

・町内に住所を有する者、18歳までの子ども及びその保護者

・その他、町長が必要と認める者

（いずれも申込時に、三宅町民であることを確認すること）

４．契約及び履行期間

令和６年４月１日から令和７年３月３１日

尚、本件契約に係る歳入歳出予算が三宅町議会において可決され、令和６年４月１日

以降で当該予算の執行が可能となったときに契約の効力が生ずるものである。

また、当該契約に係る町の歳出予算に減額又は削除があったときは契約を変更又は解

除できる旨の特約を付す。

５ 履行場所

委託先の実施方法に準ずる。

対面相談に、三宅町保健福祉施設あざさ苑の相談室を使用する事は可能である。ただ

し、平日の午前１０時から午後５時までとする。

6 業務内容

委託する業務は、以下のとおりとする。

（１）実施方法

・オンライン相談

・電話相談

・対面相談

・メール相談

上記いずれかを活用し、相談者が希望する方法にて実施する。
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（２）相談日時

・全日（土・日含む）の午前１０時から午後９時の間で、予約枠を設定する。

ただし、相談日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第 178号）に定める

休日又は年末年始（12月２９日～１月３日）にあたる日は除く。

・１回あたりの相談時間は、原則５０分以内とする。ただし、相談内容により時間を

延長する場合は、上限３０分以内とする。

・メール相談の場合は、５往復以内のメールのやり取りを、1回の相談とする。

（３）相談の申込み

・相談者から直接委託先へ事前予約をとる。委託先が使用している申込みシステムを

活用し、受付する。

・申込みの際、氏名、住所、年齢、性別、主な相談内容、希望する実施方法等を確認

すること。

（４）相談の体制

（ア）管理責任者

・管理責任者を選任すること。

・管理責任者を選任した時は、速やかに三宅町へそれらの氏名等を報告するものと

する。

・管理責任者を１名以上配置すること。

・管理責任者は、相談業務の円滑な実施執行のための管理を行うものとする。

・管理責任者は、業務に支障のない限りにおいては、相談員を兼ねることができる

ものとする。

（イ）相談員

・相談時間において、相談員を１名以上常に配置すること。

・メール相談については、対象者 1名に対して相談員１名を担当としてつけるこ

と。尚、相談員からのメール回答は、相談者からの書き込みから二営業日以内に行

うこと。

・相談員は、地方公務員法第１６条各号のいずれにも該当せず、かつ、医師、公認

心理師又は臨床心理士等の資格を有し、相談経験を有すること。

（ウ）研修の実施等

・管理責任者及び相談員に対して相談対応に必要な研修を実施すること。

（エ）相談への対応の方法

・相談者からの相談に対して適切かつ誠実に応じること。

・カウンセリングの結果、継続的な支援が必要である相談者に対し、相談内容に応

じた適切な機関を案内すること。

（オ）個人情報の保護

・個人情報の保護について、本契約に基づく業務の履行にあたっては、別記「三宅

町個人情報取扱特記事項」を遵守すること。
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・個人情報保護のための規定を設けること。特に、業務上知り得た秘密を他にもら

さないこと。

７ 報告

（１）毎月の申込数、相談対応数、未対応数、相談者の年齢、相談種別について、月毎

に集計し翌月１０日までに三宅町へ報告すること。なお、令和７年３月分について

は、直ちに当月分をまとめ、報告すること。

（２）相談内容を保存し、必要な場合は三宅町へ提出すること。

（３）個人情報の管理について、重要なインシデントが起きたときは、直ちに三宅町に

報告すること。

８ 情報セキュリティ

（１）オンライン相談は、セキュリティ対策が備わったＷｅｂ会議システムを利用する

こと。

（２）オンライン相談では、相談員と対象者以外の他者が入り込むことがない、1対 1

が確保できること。

（３）オンライン・メール相談においては、専用端末等を準備し、情報漏洩に注意する

こと。また、相談員が専用のクラウドにアクセスする場合は、本業務専用のパソコ

ンを使用すること。また、併せてクラウドにアクセスするための１Ｄとパスワード

等を設定すること。

（４）相談員にセキュリティに関する研修会を定期的に行うこと。

（５）Ｗｅｂ面談の録画や録音、メール相談のスクリーンショットは原則行わないこと。

９ 委託料

本業務に要する経費については、全て委託料に含むものとする。

（１）相談業務の委託料単価（年間６０件を想定）

1回５０分 ６，０００円（情報連携料込み）

延長１０分ごと １，０００円加算（ただし、延長は上限３０分までとする）

なお、請求の際は、上記単価に消費税を加算することとする。

（２）キャンセル料

要綱第７条第４号及び第１４条第２項に基づく、キャンセル料の請求について、１

回５０分の料金を基本単価とし、別途消費税を加算した料金を町に請求することがで

きる。

（３）その他

町は、対面相談のために、カウンセラーが三宅町へ来所する際の交通費は、別途支

払うものとする。
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１０ 留意事項

（１）業務の細部については、別途三宅町と協議の上、決定するものとする。

（２）受託者は、この業務の履行にあたり、委託者又は第三者に損害を及ぼした場合は、

委託者の責に起因する事由による場合を除いて、その損害賠償の責を負わなければ

ならない。

（３）業務の履行にあたっては、労働基準法（昭和 22年法律第 49号）その他関係法

令を遵守しなければならない。

（４）受注者は、委託業務を一括して第三者に委託してはならない。受注者は、委託業

務の一部を第三者に委託し、又は請け負わそうとするときは、あらかじめ発注者の

書面による承諾を受けなければならない。

１１ その他

この仕様書の定めのない事項及び疑義の生じた事項は、委託者と受託者がその都度協

議の上、決定するものとする。


